
多文化共生に関する取り組み

基本
理念

柱 テーマ
推進する
取り組み
（案）

現在行っている取り組み 期待される取り組み 関係所管課

行政サービス・制度の多言語化

・住民票に係る書類の記入例（一部英語併記）

・税務関係諸証明交付閲覧申請書（一部英語併記）

・ごみの出し方の多言語版作成
（英・中・韓・スペイン・ポルトガル・ベトナム）
・水道・下水道のお知らせ（しおり）の多言語版作成
（英・中・韓・スペイン・ポルトガル）
・生活保護のしおり（やさしい日本語）
・母子健康手帳多言語併記
（英・中・韓・ポルトガル・タガログ併記）
・ホームページの多言語化

・通訳職員配置
・タブレット端末による多言語通訳サービス
・AI通訳機による多言語通訳サービス

行政サービス・制度の多言語化およびやさしい日本語

・転入・転出関係書類や在留資格によるマイナンバー関係書類のやさしい日本語化および多言語化

・税務関係諸証明交付閲覧申請書等の税に関する申請書のや通知のやさしい日本語化および多言語化

・ごみの出し方のやさしい日本語表記

・水道・下水道のお知らせ（しおり）のやさしい日本語

・生活保護のしおりの多言語化⇒　英語版作成
・母子健康手帳のやさしい日本語および多言語化

・多言語対応のAIチャットボットの導入
・施設利用案内のやさしい日本語および多言語化
・広報誌の多言語版・やさしい日本語版の作成
・ホームページの多言語化
・多言語表記ガイドラインの策定
・各担当窓口での外国人対応に関するマニュアル等の整備
・通訳職員配置（継続）
・タブレット端末による多言語通訳サービス（継続）
・AI通訳機による多言語通訳サービス（継続）

各課

・市民課

・税務課・納税課

・資源循環推進課

・上下水道総務課

・生活支援課
・子育て相談センター

・広報課
・総務課
・広報課

・まちづくり協働課
・まちづくり協働課
・まちづくり協働課
・経営戦略課
・経営戦略課

・外国人住民向けの相談窓口の設置 ・外国人住民向けの総合相談窓口の設置 ・まちづくり協働課
・総務課
・職員課

（取り組みの方向性）
・外国人の転入・転出に関する書類をはじめ、各種制度・サービス等の手続きに関する説明書、申請書、通知書、納付書等の内容について、やさしい日本語での表現や多言語対応に努めま
す。
・外国人住民に対して、広報をはじめ多様なメディア媒体を活用して、市民生活に必要な情報を分かりやすく提供します。
・各担当窓口で各種制度・サービス等の内容や手続きに関して、外国人住民に分かりやすく説明が行えるよう、やさしい日本語での案内や、必要に応じてマニュアルや用語集の作成を進め
ます。
・通訳職員配置・ICTを活用した通訳サービスなど窓口での多言語ややさしい日本語での対応を推進します。

（取り組みの方向性）
・地域生活で生じる様々な問題について相談できるよう、「外国人受入環境整備交付金」などの補助事業で外国人住民向けの相談窓口を充実させ、相談体制の維持・向上に努めます。

多言語・やさし
い日本語、多様
なメディアによ
る行政・生活情
報の提供

外国人住民の生
活相談のための
窓口の設置

行政・生活情報
の多言語化、相
談体制の整備
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多文化共生に関する取り組み

基本
理念

柱 テーマ
推進する
取り組み
（案）

現在行っている取り組み 期待される取り組み 関係所管課

・草津市国際交流協会を通じての情報提供 ・多文化共生に取り組む市民活動団体との連携拡大
・学区、町内会、大学、企業等と連携した情報伝達ルートの掘り起こし

・まちづくり協働課
・まちづくり協働課

・草津市国際交流協会や市民活動団体への支援 ・日本語教室のニーズに合わせた支援の継続および拡大の検討
・日本語ボランティア指導者の育成・確保のための関係機関との連携体制の構築
・日本語教室や日本語ボランティアに関する情報の発信

・まちづくり協働課

・まちづくり協働課

・まちづくり協働課

・体制整備のために必要な団体の把握
・関係機関との連携強化

・まちづくり協働課

・生活オリエンテーションの検討 ・まちづくり協働課

・やさしい日本語サロンの開催

・日本語教室の開催

・やさしい日本語サロンや多文化共生に関するイベントでの日本文化の紹介
・日本語教室の開催（継続）

・ＵＤＣＢＫ

・まちづくり協働課

（取り組みの方向性）
・多文化共生を遂行するために様々な主体との連携に努めます。
・多方面との主体と連携を行うために新規の情報伝達ルートとの連携に努めます。

（取り組みの方向性）
・日本語教室が継続して運営できるよう草津市国際交流協会や市民公益活動団体のニーズに合わせた支援を検討します。
・より多くの学習機会を提供できるよう、日本語ボランティア指導者の育成・確保に努めます。

（取り組みの方向性）
・日本語教育を希望する外国人に対し、学習機会が最大限確保できるよう、関係機関と連携し、体制の整備に努めます。

（取り組みの方向性）
・地域生活開始後に生活オリエンテーションの実施の検討をします。

（取り組みの方向性）
・外国人住民が継続的に日本語や文化を学べる機会を増やす検討をします。

日本社会に関す
る情報の提供

日本語教育の推
進に係る体制の
整備

日本語教育の推
進

生活オリエン
テーションの実
施

生活オリエン
テーションの実
施

NPO等との連携
による多言語情
報の提供

行政・生活情報
の多言語化、相
談体制の整備
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多文化共生に関する取り組み

基本
理念

柱 テーマ
推進する
取り組み
（案）

現在行っている取り組み 期待される取り組み 関係所管課

・不就学児童生徒の実態把握のための定期的な調査の実施
・文部科学省「帰国・外国人児童生徒等の推進支援事業」等の補助事業の検討

・学校教育課
・学校教育課→児童生
徒支援課

・新小学一年生入学前に調査票多言語化
（英・中・ポルトガル）
・転入の手続きの時に、必ず学校教育課へ訪問するよう誘導

・就学校、受入学年等の決定

・やさしい日本語および言語の追加

・転入の手続きの時に、必ず学校教育課へ訪問するよう誘導（継続）
・就学案内等多言語にて周知
・不就学児童生徒の実態把握のための定期的な調査の実施
・文部科学省「帰国・外国人児童生徒等の推進支援事業」等の補助事業の検討（再掲）
・帰国、外国人児童生徒教育のための情報検索「かすたねっと」の活用
・日本語能力等に応じて下学年への編入学を認めることを検討

・学校教育課および児
童生徒支援課
・学校教育課

・学校教育課
・学校教育課
・児童生徒支援課

・児童生徒支援課

・学校教育課

・日本語能力等に応じて下学年への編入学を認めることを検討
・学区外への通学制度検討

・学校教育課

・学校教育課

・外国人児童生徒等教育相談設置事業 ・外国人児童生徒等教育相談設置事業の周知および利用の拡大
・国、県の補助や制度を活用し、外国人児童生徒等の学習支援体制の充実化を図る
・文部科学省「帰国・外国人児童生徒等の推進支援事業」等の補助事業の検討（再掲）

・児童生徒支援課

・児童生徒支援課

・学校教育課児童生徒
支援課

・関係団体と連携した、通訳・翻訳を行う人材バンクの検討 ・まちづくり協働課

（取り組みの方向性）
・学齢相当の外国人の子どもに係る学齢簿に準ずるものを作成するにあたり、就学状況の管理・把握に努めます。

（取り組みの方向性）
・学齢相当の外国人の子どもに係る学齢簿に準ずるものを作成するにあたり、就学状況の管理・把握に努めます。
・外国人の子どもが就学の機会を逸しないように就学に向けた取り組みを推進します。
・不就学児童生徒の把握に努めます。

（取り組みの方向性）
・地域の実情に応じて就学校の変更等を柔軟な対応に努めます。

（取り組みの方向性）
・外国人児童生徒等の学習支援を進めるために既存の事業や国・県の補助事業を活用し学びを充実させます。
・「外国人児童生徒受入れの手引き改訂版」等を参考に支援を検討します。

（取り組みの方向性）
・親子間や保護者と学校とのコミュニケーションギャップ等の課題を学校だけでなく地域での取組を検討します。

就学状況の把握

就学に関する多
言語による情報
提供・就学案内

就学校・受入学
年等の決定

日本語の学習支
援

地域ぐるみの取
組の連携強化

教育機会の確保
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多文化共生に関する取り組み

基本
理念

柱 テーマ
推進する
取り組み
（案）

現在行っている取り組み 期待される取り組み 関係所管課

・外国人児童生徒等教育相談設置事業 ・外国人児童生徒等教育相談設置事業（継続）
・外国人児童生徒向けキャリア教育の検討

・児童生徒支援課
・学校政策推進課

・外国語の授業を通して国際理解教育の推進

・草津市国際交流協会による国際理解講座の実施

・すべての児童生徒に豊かな国際感覚（宗教等）や多文化共生の意識が育つよう、各教育機関において国
際理解教育プログラムの実施推進
・草津市国際交流協会による国際理解講座の実施（継続）

・学校教育課

・学校教育課

・子育てガイドブックの翻訳（再掲）
・無償化給付にかかるチラシ・様式（記載例）の翻訳
・保育を通じた多文化共生の推進

・子育てガイドブックの翻訳（継続）
・入所・入園の手続きの翻訳
・多言語の歌や遊びなどを通した、多文化共生につながる保育の実施

・子育て相談センター
・幼児課

・就労支援相談員設置事業 ・就労支援相談員設置事業の充実（多言語ややさしい日本語での対応）
・地域企業のニーズ調査の実施

・商工観光労政課

・商工観光労政課

・企業内人権啓発推進事業 ・商工会議所等と連携した、地元企業への労働条件の適正化や雇用保険等の適用の啓発の実施
・市内事業所に対して職場内での外国人を含む人権啓発の推進
・県が主催する企業向け外国人労働者雇用に関するセミナー等の情報の提供

・商工観光労政課

・商工観光労政課

・創業コーディネータ派遣事業
・創業支援等事業計画

・商工会議所・大学との連携による起業支援 ・商工観光労政課

（取り組みの方向性）
・外国人生徒の高校等への進路指導や就職支援の充実を推進します。

（取り組みの方向性）
・すべての児童生徒に対して、多文化共生に対応する国際理解教育を推進します。

（取り組みの方向性）
・外国人住民にもわかりやすい情報提供を充実させます。

（取り組みの方向性）
・外国人の就業機会を確保するため多様な機関との連携に努めます。

（取り組みの方向性）
・商工会議所等と連携し、外国人労働者受入企業に向けて、外国人の人権や労働関連法規の遵守など、適正雇用の推進と多文化共生への理解促進に努めます。

（取り組みの方向性）
・起業意欲のある外国人の発想を活かし、地域で活躍できるよう支援します。

全ての児童生徒
を対象とした多
文化共生の考え
方に基づく教育
の推進

進路指導・キャ
リア教育

就業支援

幼児教育制度の
周知・多文化対
応

適正な労働環境
の確保

就業および職場
環境の整備

起業支援

教育機会の確保
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多文化共生に関する取り組み

基本
理念

柱 テーマ
推進する
取り組み
（案）

現在行っている取り組み 期待される取り組み 関係所管課

・機能別消防団員による防災出前講座
・外国人を対象とした防災講座等への機能別消防団員の参加

・防災ハンドブックの多言語化
（英・中・韓・スペイン・ポルトガル）
・ハザードマップの多言語化
（英・中・韓・スペイン・ポルトガル）

・機能別消防団員による防災出前講座（継続）
・外国人を対象とした防災講座等への機能別消防団員の参加
・国際交流・多文化共生イベントでの防災をテーマとしたブースの出店
・「災害時外国人支援ガイドライン」の策定の検討

・防災ハンドブックのやさしい日本語表記

・ハザードマップのやさしい日本語表記

・多言語ややさしい日本語による災害情報の発信と情報伝達手段の充実
・多言語リソースを活用した避難所にある表示の多言語化
・地域防災計画内の位置づけ検討

・危機管理課

・まちづくり協働課

・まちづくり協働課
・危機管理課
・危機管理課

・河川課

・広報課

・まちづくり協働課
・危機管理課
・まちづくり協働課

・機能別消防団員の育成・支援 ・機能別消防団員の充実
・関係機関との連携強化によるボランティアの育成・確保
・他市町村との災害協定の見直し及び再確認

・危機管理課
・危機管理課
・危機管理課

・草津市災害時要援護者登録制度の支援対象者の拡大推進 ・危機管理課

・総合防災訓練等への外国人住民の参加促進 ・危機管理課

外国人に関する
防災対策の推進

外国人住民の所
在把握

自主防災組織等
への外国人住民
の参画促進

（取り組みの方向性）
・草津市災害時要援護者登録制度の検討をします。

（取り組みの方向性）
・自助、共助等コミュニティ参加の視点からも防災活動への参加の重要性を啓発し、訓練や防災講座等への参加を促進します。

多言語支援のた
めの応援体制の
整備

（取り組みの方向性）
・外国人住民の防災意識の向上のため、機能別消防団員を中心に啓発活動等を推進します。
・外国人住民が災害時に適切に避難行動が取れるよう災害時の情報の多言語化や、やさしい日本語化に努めます。
・「地域防災計画」の位置づけを検討します。

（取り組みの方向性）
・災害時に外国人住民に正確な情報を提供し、意思疎通が円滑にできるよう多言語でのコミュニケーションの橋渡しをする機能別消防団員の入団促進やボランティアの育成や支援を図りま
す。
・既存災害協定の見直しを検討します。

災害時の支援体
制の整備

災害時の支援体
制の整備
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多文化共生に関する取り組み

基本
理念

柱 テーマ
推進する
取り組み
（案）

現在行っている取り組み 期待される取り組み 関係所管課

・ＨＰ掲載
（英・中・韓・スペイン・ポルトガル・フランス・ドイツ・
ベトナム・インドネシア・タイ）

・ＨＰ掲載
（英・中・韓・スペイン・ポルトガル・フランス・ドイツ・ベトナム・インドネシア・タイ・
やさしい日本語）
・メールやＳＮＳなどの多様な情報伝達手段の活用の検討

・広報課・危機管理課

・広報課
・危機管理課
・まちづくり協働課

・草津市国際交流協会等との協定締結検討 ・危機管理課

・避難所運営マニュアルの徹底 ・「避難所運営マニュアル」の見直しに則った外国人対応に必要な知識の啓発 ・まちづくり協働課
・危機管理課

・通訳ボランティア制度の検討、導入 ・健康増進課
・まちづくり協働課

・予防接種予診票（多言語版）の作成
（英・中・韓・ポルトガル・タガログ語）

・予防接種予診票（多言語版）の作成（継続）

・医師会と連携し、けん診問診票（多言語版）の作成について検討

・健康増進課

・健康増進課

多言語対応の整
備やサービスの
提供

医療機関におけ
る文書等の多言
語化

避難所における
外国人被災者対
応

（取り組みの方向性）
・既存の方法を使い、情報伝達の活用を推進します。

（取り組みの方向性）
・関係機関と協定を結び、効果的な情報伝達体制を整備します。

（取り組みの方向性）
・関係機関と連携し外国人住民が安心して避難できる環境整備を検討します。

（取り組みの方向性）
・医療通訳に係る人的資源を発掘し、医療通訳体制の確保に取り組みます。

（取り組みの方向性）
・外国人住民が安心して医療機関を受診できる環境整備を検討します。

外国人被災者へ
の効果的な情報
伝達体制の整備

外国人被災者へ
の多様な情報伝
達の活用

医療・保健・福
祉・子育て情報
サービスの提供

災害時の支援体
制の整備

お
互
い
の
違
い
を
認
め
合
い
、

共
に
支
え
合
う
、

誰
も
が
幸
せ
を
感
じ
る
ま
ち
の
実
現
（

仮
）

生
活
支
援
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多文化共生に関する取り組み

基本
理念

柱 テーマ
推進する
取り組み
（案）

現在行っている取り組み 期待される取り組み 関係所管課

・多言語対応可能な医療機関の情報提供 ・「医療ネットしが」「公益財団法人滋賀県国際交流協会」での情報提供利用啓発 ・健康増進課

・生活支援福祉の総合相談窓口での対応

・女性の総合相談窓口での対応
・子育て相談窓口での対応

・生活支援福祉の総合相談窓口での対応（継続）

・女性の総合相談窓口での対応（継続）
・子育て相談窓口での対応（継続）
・外国人住民向けの総合相談窓口の設置（再掲）

・人とくらしのサポー
トセンター
・男女共同参画課
・子育て相談センター
・まちづくり協働課

・子育てに関する事業における通訳の派遣
・子育てガイドブックの翻訳（再掲）

・子育てに関する事業における通訳の派遣（継続）
・子育てガイドブックの翻訳（継続）
・福祉医療制度に関する情報のやさしい日本語での表記および多言語化の実施の充実
・健診の受信を促すための情報提供の実施

・子育て相談センター
・子育て相談センター
・健康増進課→保険年
金課
・健康増進課

・窓口での市営住宅の制度案内（ポルトガル語） ・やさしい日本語および多言語での窓口対応
・市営住宅入居のしおりのやさしい日本語版、多言語版の作成

・住宅課
・住宅課

・県が実施する「あんしん賃貸支援事業」の情報提供 ・県が実施する「あんしん賃貸支援事業」や外国人を対象にした「居住支援法人」等の情報提供（継続）
・国土交通省作成「外国人の民間賃貸住宅入居円滑化ガイドライン」や「各国語契約書見本」などの情報
提供の実施

・住宅課
・国際交流協会
・住宅課
・国際交流協会

・町内会等の文書の翻訳支援の検討
　(町内会やまちづくり協議会の役割・意義への理解)

・まちづくり協働課
・まちづくり協働課

（取り組みの方向性）
・外国人住民にもわかりやすい情報提供を充実させます。

（取り組みの方向性）
・市営住宅の制度案内について、やさしい日本語での表現や多言語対応に努めます。

（取り組みの方向性）
・外国人住民の賃貸住宅などへの入居の円滑化を推進するため、情報提供や啓発に努めます。

（取り組みの方向性）
・外国人住民の町内会等への加入促進に努めます。

外国人住民に対
する居住支援の
推進

外国語対応可能
な病院・薬局に
関する情報提供

外国人住民に対
する公営住宅の
供給

自治会・町内会
等を中心とする
取組の推進

外国人にもわか
りやすい医療・
保健・福祉・
子育て情報の充
実

外国人のライフ
サイクルに応じ
た継続的な支援

住宅確保のため
の支援

（取り組みの方向性）
・関係機関と連携して多言語対応が可能な医療機関についての情報提供を推進します。

（取り組みの方向性）
・外国人住民のライフサイクル毎に生じる様々な問題について相談できるよう、各種相談窓口の充実や総合窓口の設置を進めます。

医療・保健・福
祉・子育て情報
サービスの提供

お
互
い
の
違
い
を
認
め
合
い
、

共
に
支
え
合
う
、

誰
も
が
幸
せ
を
感
じ
る
ま
ち
の
実
現
（

仮
）

生
活
支
援
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多文化共生に関する取り組み

基本
理念

柱 テーマ
推進する
取り組み
（案）

現在行っている取り組み 期待される取り組み 関係所管課

・図書館での多文化共生に関する書籍・資料の展示
・多文化共生に関するイベント等の情報提供
・人権・同和問題職員研修

・図書館での多文化共生に関する書籍・資料の展示（継続）
・多文化共生に関する研修の実施やイベント等への参加の促進
・町内学習懇談会での啓発教材への組み入れ（継続）
・日本人住民と外国人住民が気軽に集える交流機会の提供
・やさしい日本語に関する研修の実施

・図書館

・まちづくり協働課

・人権センター
・まちづくり協働課
・職員課

・人権・同和問題職員研修 ・町内学習懇談会での啓発教材への組み入れ(再掲）（継続）
・多文化共生をテーマにした職員研修の実施
・ヘイトスピーチ解消法に基づいた啓発（継続）

・人権センター
・職員課
・職員課
・人権政策課

・図書館での多文化共生に関する書籍・資料の展示

・やさしい日本語サロンの開催

・図書館での多文化共生に関する書籍・資料の展示（継続）（再掲）
・やさしい日本語サロンの開催（継続）
・日本人住民と外国人住民が気軽に集える交流機会の提供（再掲）

・図書館

・ＵＤＣＢＫ
・まちづくり協働課

・国際交流イベントへの周知・出店などの協力 ・国際交流イベントへの周知・出店などの実施 ・まちづくり協働課

・機能別消防団員の育成・支援（再掲） ・機能別消防団員の育成・支援（継続）
・多文化共生に取り組む人材や、各種団体、企業等で活動するコーディネーターの発掘・育成
・外国人住民を支援できるボランティア登録制度（人材バンク）の研究

・危機管理課
・まちづくり協働課

・まちづくり協働課

（取り組みの方向性）
・日本人住民と外国人住民がお互いの違いを認め合い、ともに理解し、尊重し合う気持ちが持てるよう多文化共生意識の高揚を図ります。

（取り組みの方向性）
・外国人住民に対する差別的言動の解消のため、教育や啓発に努めます。

（取り組みの方向性）
・日本人住民と外国人住民が相互に交流し、多文化共生に関する理解を深める場づくりに努めます。

地域住民等に対
する多文化共生
の意識啓発

不当な差別的言
動の解消

多文化共生の場
づくり

多文化共生を
テーマにした交
流イベントの開
催

外国人住民の
キーパーソンの
把握・養成

（取り組みの方向性）
・外国人住民の母国の文化や日本の文化等を照会する交流イベントを通じて、互いの文化に触れる機会を増やし、市民の異文化理解や国際感覚の育成を図るとともに、外国人住民の社会参
画を促進します。

（取り組みの方向性）
・多文化共生という観点で、行政、市民活動団体、企業等とのつなぎ役になれるキーパーソンを把握・養成します。
・母語と日本語を十分に話すことができる外国人住民に対し、外国語ボランティアや日本語が十分でない外国人住民を支援する人材としての活用を検討します。

外国人住民の
社会参画支援

お
互
い
の
違
い
を
認
め
合
い
、

共
に
支
え
合
う
、

誰
も
が
幸
せ
を
感
じ
る
ま
ち
の
実
現
（

仮
）

多文化共生の
意識啓発・醸成多

文
化
共
生
の
地
域
づ
く
り
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多文化共生に関する取り組み

基本
理念

柱 テーマ
推進する
取り組み
（案）

現在行っている取り組み 期待される取り組み 関係所管課

・審議会や委員会などへの外国人住民の参加 ・外国人住民の審議会や委員会への参加の促進 ・まちづくり協働課

・町内会等の文書の翻訳支援の検討(再掲)
　(町内会やまちづくり協議会の役割・意義への理解)

・まちづくり協働課

・外国人住民を支援できるボランティア登録制度（人材バンク）の研究（再掲） ・まちづくり協働課

・大学や関係機関との連携によるキャリア支援や情報提供の充実
・起業支援

・商工観光労政課

・外国人留学生等の地域でのイベントへの参加
・機能別消防団員による防災出前講座（再掲）
・小中学校における国際理解教育のゲストスピーカー

・審議会や委員会などへの外国人住民の参加（再掲）

・外国人留学生等が地域でのイベントへの参加の拡大
・機能別消防団員による防災出前講座（継続）
・小中学校における国際理解教育のゲストスピーカー（継続）
・語学力等を活かしたボランティア活動への参画
・外国人住民の審議会や委員会への参加の促進（再掲）

・まちづくり協働課
・危機管理課
・学校政策推進課

・まちづくり協働課
・まちづくり協働課

（取り組みの方向性）
・外国人住民の人材発掘に努めます。

（取り組みの方向性）
・大学などと連携し、情報提供の充実を図ります。地域での起業支援に努めます。

（取り組みの方向性）
・外国人留学生等が持つ語学力や知識、国際感覚などを活かして、地域の活性化やグローバル化などに貢献できる環境を整えます。

外国人留学生等
の能力を活かし
た地域活性化

優れた取組を行
う事例や外国人
住民の人材の
発掘・情報収集

外国人住民の地
域社会への参画
促進

外国人留学生へ
の就職、起業支
援

（取り組みの方向性）
・外国人住民の地域社会への参画促進に努めます。

外国人住民の意
見を地域の施策
に反映させる
仕組みの導入

（取り組みの方向性）
・外国人住民が持つ語学力や知識、国際感覚などを活かして、意見を施策に反映できる環境を促進します。

外国人住民の
社会参画支援

お
互
い
の
違
い
を
認
め
合
い
、

共
に
支
え
合
う
、

誰
も
が
幸
せ
を
感
じ
る
ま
ち
の
実
現
（

仮
）

外国人住民との
連携・協働によ
る
地域活性化の推
進・
グローバル化へ
の対応

留学生の地域に
おける就職促進

多
文
化
共
生
の
地
域
づ
く
り
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